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プロジェクト管理部会の設置について（通知） 

 

標記について、装備取得委員会に関する訓令（平成２７年防衛省

訓令第３８号）第１０条の規定に基づき、別紙のとおり定めたので、



 

通知する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付書類：別紙 



 

別紙 

プロジェクト管理部会設置要綱 

 

（趣旨） 

第１ この通知は、装備品等のプロジェクト管理に関する訓令（平

成２７年防衛省訓令第３６号）の規定に基づき装備取得委員会に

おいて審議を要する事項（以下「審議事項」という。）に関して、

装備取得委員会に関する訓令（平成２７年防衛省訓令第３８号。

以下「装備取得委員会訓令」という。）第３条に規定する調整部会

における審議に資すると共に適切なプロジェクト管理の実施を図

るよう、プロジェクト管理に必要な事項を審議するためプロジェ

クト管理に関係する部局の課長級の者で構成するプロジェクト管

理部会を設置するものである。 

 

（プロジェクト管理部会の構成等） 

第２ プロジェクト管理部会は、部会長及び部会員をもって構成す

る。 

２ 部会長は、防衛装備庁プロジェクト管理部事業計画官をもって

充てる。 

３ 部会員は、次のとおりとし、審議事項に情報本部に関するもの

が含まれる場合には防衛政策局調査課長を、衛生資材に関するも

のが含まれる場合には人事教育局衛生官を、指揮通信に関するも

のが含まれる場合には整備計画局サイバー整備課長及び統合幕僚

監部指揮通信システム部指揮通信システム企画課長を、それぞれ

部会員として加えるものとする。 

大臣官房会計課長、防衛政策局防衛政策課長、整備計画局防衛

計画課長、統合幕僚監部防衛計画部計画課長、統合幕僚監部首席

後方補給官付後方補給官、陸上幕僚監部防衛部防衛課長、陸上幕

僚監部装備計画部装備計画課長、海上幕僚監部防衛部防衛課長、

海上幕僚監部防衛部装備体系課長、海上幕僚監部装備計画部長が

指名する課長、航空幕僚監部防衛部防衛課長、航空幕僚監部防衛

部事業計画第１課長、航空幕僚監部防衛部事業計画第２課長、航

空幕僚監部装備計画部装備課長、情報本部計画部長が指名する課

長、情報本部電波部長が指名する課長、防衛装備庁長官官房会計

官、防衛装備庁長官官房装備開発官（審議事項に係る事務を所掌



 

する装備開発官に限る。）、防衛装備庁長官官房艦船設計官、装

備政策部装備政策課長、プロジェクト管理部事業監理官（審議事

項に係る事務を所掌する事業監理官に限る。）、プロジェクト管

理部装備技術官（審議事項に係る事務を所掌する装備技術官に限

る。）、技術戦略部技術戦略課長、技術戦略部技術計画官、調達

管理部調達企画課長並びに防衛装備庁航空装備研究所、陸上装備

研究所、艦艇装備研究所及び新世代装備研究所の部長等（審議事

項に係る事務を所掌する部長（部長と同等以上の職位にある者を

含む。）に限る。）及び防衛イノベーション科学技術研究所にお

ける部長等（審議事項に係る事務を所掌するユニット長（ユニッ

ト長と同等以上の職位にある者を含む。）に限る。） 

４ 部会長は、必要に応じてプロジェクト管理部会を招集し、これ

を主宰するものとする。 

５ 部会長は、必要があると認めるときは、関係の職員をプロジェ

クト管理部会に参加させることができる。また、部会長は、審議

事項の性質により部会員を限定する必要があると認めるときは、

第３号に掲げる部会員のうち一部のものをもってプロジェクト管

理部会を開催することができる。 

 

 （庶務） 

第３ プロジェクト管理部会の庶務は、防衛装備庁プロジェクト管

理部事業計画官において処理する。 

 

 （調整部会への報告） 

第４ 装備取得委員会訓令第４条第５項に規定する委員以外の者と

して、プロジェクト管理部会の審議の結果について、プロジェク

ト管理部会長等に調整部会において意見を述べさせるものとす

る。 

 

 （委任規定） 

第５ この要綱に定めるもののほか、プロジェクト管理部会の運営

に関し必要な事項は防衛装備庁プロジェクト管理部長が定める。 

 


